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日田市定住自立圏共生ビジョンの基本目標・重要業績評価指標（KPI)の達成状況　

（令和６年度分）
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　　　内、達成度　50％以上～90％未満

　　　内、達成度　50％未満



Ⅰ　 生活機能の強化

（ １ ） 医療

（ ア） 地域医療体制の充実

定住自立圏形成方針

担当課

健康保険課

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

圏域内の中核病院の維持 1機関 1機関 1機関 100. 00%

中核病院である済生会日田病院に対し て、 救急医
療体制に対する支援等を行い維持に努めた。 今後
は中核病院の経営健全化の取組や、 圏域内の医療
機関の連携強化と 機能分担を進めていく 。

1機関 健康保険課

休日・ 夜間診療開設日 365日 365日 365日 100. 00%

医療機関の負担を考慮し 、 令和６ 年度から 休日夜
間の当番医の廃止や平日夜間の診療時間を短縮
し 、 当番医を実施し た。 今後も 市医師会と 協議し
ながら 、 休日・ 夜間の初期救急医療体制の維持を
図っ ていく 。

365日 健康保険課

ａ 　 取組の内容
大分県済生会日田病院を地域の中核的病院と し て位置づけ、 県と 市が連携し て中心地域及び近隣地域の病院や診療所の各医療機関と の機能分担や連携を支援し 、 圏域全体の地域医療体制の
維持向上を 図る。
ｂ 　 機能分担
・ 中心地域においては、 市医師会の協力のも と 、 在宅当番医制により 休日、 夜間の初期救急医療の提供を 行い、 第二次救急医療については大分県済生会日田病院（ 共同利用型病院） 及び救
急告示病院が担う 。
・ 近隣地域においては、 県と 市が連携し てへき 地医療など安心でき る医療体制の確保・ 充実を図る。

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

済生会日田病院を地域の中核的病院と し て維持し ながら 、 市医師会協力のも と 夜間当番医及び休日当番医により 休日・ 夜間の診療を行う と と も に、 大分県
から 医師派遣を受けて直営のへき地診療所の運営を行う など、 地域医療体制の維持向上が図れた。 今後は、 済生会日田病院が将来に渡っ て必要な医療を提
供できるよう 、 病院経営の健全化の取組を推進すると と も に、 将来に渡っ て継続性のある初期救急医療体制の整備について、 市医師会と 協議し ていく 。
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（ ２ ） 文化芸術

（ ア） 文化芸術の振興

定住自立圏形成方針

担当課

文化スポーツ 振興課
文化財課
咸宜園教育研究セン
タ ー
世界遺産推進室
大山文化セン タ ー

ａ 　 取組の内容
市民一人ひと り が身近に文化芸術に触れ、 親し むこ と ができ る環境を安定的・ 恒常的に確保し 、 地域に受け継がれている文化財については、 保存・ 継承、 活用に努める。 また、 本市が誇る
先哲、 廣瀬淡窓が創設し た咸宜園を 、 市民と 共に世界遺産への登録を目指すこ と で、 郷土の歴史を見つめ直す良い機会と し 、 郷土を愛する心をはぐ く む。
ｂ 　 機能分担
・ 中心地域においては、 市民文化会館パト リ ア日田及び複合文化施設Ａ Ｏ Ｓ Ｅ ( アオーゼ) を中心に、 年間を通じ て国内外の優れた芸術作品の展示やアーティ スト の招へい、 市民主体の芸術
文化の様々な催し を開催すると と も に、 文化芸術に関する人材育成と 活動支援に努める。
また、 地域に受け継がれている文化財については、 保存・ 継承、 活用に努め、 さ ら には、 日本遺産に認定さ れ、 世界遺産登録を 目指し ている史跡咸宜園跡の保存整備を図ると と も に情報の
発信に努める。
・ 近隣地域においては、 地域に受け継がれている文化財が多数存在し 、 貴重な地域資源と なっ ているこ と から 、 保存・ 継承、 活用に努める。 また、 大山文化センタ ーでは、 地域団体と 連携
を図り ながら 、 文化芸術に親し む機会の提供に努める。

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

【 文化スポーツ振興課】 日田市民文化会館（ パト リ ア日田） では、 管理運営計画に基づいて舞台公演、 演奏会等の幅広い分野を 展開し た。 さ ら に、 自主事業については、
鑑賞系事業をはじ めと し た注目度の高い公演などを実施し 、 来場者を増やす取組を行っ た。 複合文化施設AOSE（ アオーゼ） においては、 文教祭事業と し て10事業を実施
し 、 市民主体の文化芸術の振興に取り 組んだ。 今後も 文化の交流拠点施設と し て、 市民が積極的に活用でき るよう 取り 組むと と も に積極的な情報発信を行う 。 さ ら に県立
施設と の連携を強化し 、 質の高い鑑賞機会を提供する。

【 文化財課】 国指定重要無形文化財の小鹿田焼をはじ め、 県指定無形民俗文化財である鵜飼や大野楽、 本城く にち楽、 市指定無形民俗文化財の五馬楽の保存団体に対し
て、 後継者の育成や技術の継承に繋がる支援に取り 組んだ。
今後は「 日田市文化財保存活用地域計画」 に基づき 、 鵜飼については、 生計の安定化や後継者の確保・ 育成に向け、 関係機関と 情報共有・ 連携を図り ながら 対策を講じ
る。 また、 民俗文化財の保存団体に対し ても 、 後継者の育成や技術の継承に繋がる活動への支援を行う と と も に、 映像による記録化を進め、 後継者育成の教材と し ての活
用を図る。 さ ら に学校や公民館と 連携し 、 子ども たちに対し て、 文化財を活用し た学習・ 体験機会を提供し 、 文化財の魅力発信、 価値の理解促進を図り 、 担い手の育成に
つなげる。

【 咸宜園教育研究センタ ー】 咸宜園の歴代塾主や門下生に関する調査研究や研究紀要の刊行、 公開講座や企画展の開催、 「 咸宜園の日」 記念事業などを実施し 、 咸宜園教
育の普及啓発に努めた。 今後も 引き 続き 調査研究と 普及啓発に取り 組み、 展示内容の充実や関係者と の連携強化により 、 入館者の増加を目指す。 また、 SNSや刊行物による
情報発信・ 成果公表も 引き 続き 行っ ていく 。

【 世界遺産推進室】 世界遺産登録推進事業と し て講演会や検討委員会の開催、 「 教育遺産世界遺産登録推進協議会」 による国際シンポジウムの報告書刊行と 暫定一覧表へ
の追加記載要望書の提出を行い、 日本遺産魅力発信推進事業と し て公開講座や子ども ガイ ド 養成、 新たな取組と し てアウト リ ーチ公演への協力や「 咸宜園十三祝いの会」
の開催など、 世界遺産・ 日本遺産の普及啓発と 推進に取り 組んだ。 今後の方向性は、 世界文化遺産登録については、 国内暫定一覧表記載に向け、 調査研究、 普及啓発、 関
係市・ 市民団体と の連携強化、 講演会の開催などを継続すると と も に、 積極的に情報発信し 、 市民の機運醸成を図る。 日本遺産については、 観光協会や民間等と 連携する
と と も に積極的に情報発信し 、 認定を活かし た観光振興と 地域活性化に取り 組む。

【 大山文化センタ ー】 大山文化センタ ーの利用者数については、 リ ニュ ーアル前の6, 000人前後と 比較し 、 令和6年度は目標の利用者数8, 000人を達成し 8, 503人であっ た。
企業、 団体の総会や講習会・ 演芸を はじ め、 地元の学校行事等、 安定的に利用さ れている。 更には地域住民、 団体（ 大山スマイ ルマルシェ 、 100のコ ト への挑戦） による新
たなにぎわい創出の取組が生まれ、 大山文化センタ ーがその活動の場と なっ ている。 また、 シマノ やがまかつ等の大手メ ーカ ーが主催する鮎釣り 大会、 西日本予選の表彰
等の会場と なるなど多様な活用も さ れている。 自主事業については、 大山スマイ ルマルシェ と 連携し 年３ 回を開催し 、 音楽ラ イ ブ、 ワーク ショ ッ プ、 フ ォ ト イ ベント 、
フ ォ レスト アド ベンチャ ー等を企画し 、 老若男女が楽し めるイ ベント で多く の来場者を招く こ と ができ た。 今後も 文化芸術に触れる機会の提供と 地域活性化、 にぎわい創
出を目的により 良い施設管理に努めると と も に自主事業を 年３ 回程度引き 続き 行い、 地域住民、 団体と の連携を深めるこ と により 、 地域のコ ミ ュ ニティ 拠点施設と し ての
役割を果たし ていき ます。
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重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

日田市民文化会館( パト リ ア
日田) 利用者数( 年間)

87, 649人 110, 000人 105, 015人 95. 47%

入場者は増加傾向にある が、 コ ロ ナ禍における 外出自粛の影響が残り
目標値を 下回っ た。 今後は、 日田市民文化会館運営委員会委員や利用
者の意見等を 踏まえ、 市民が等し く 優れた文化を 楽し むこ と ができ る
よう 指定管理者と 協議を 行い取組む。

110, 000人 文化スポーツ 振興課

複合文化施設Ａ Ｏ Ｓ Ｅ ( ア
オーゼ) 美術展示ギャ ラ リ ー
入場者数（ 年間）

1, 500人
（ H28）

5, 000人 3, 011人 60. 22%

日田市民文化会館と 同様に、 入場者は増加傾向にある が、 コ ロ ナ禍に
おける 外出自粛の影響が残り 目標値を 下回っ た。 今後も 複合文化施設
AOSE（ アオーゼ） で開催し ている 文教祭事業は各種文化団体の人材育
成と 活動発表の場と し て支援を 継続し ていく 。

5, 000人 文化スポーツ 振興課

博物館入館者数( 年間)
11, 805人
（ H29）

12, 000人 12, 634人 105. 28%

５ 年ぶり に目標値を超える 入館者があり 、 好評を得る企画展
を開催でき たこ と が主な理由と 考えら れ、 特に市外から の入
館者が大幅に増加（ 前年比161％） し た。 今後も 魅力ある企画
展の開催と 情報発信に努める 。

12, 000人 博物館

史跡咸宜園跡・ 咸宜園教育
研究センタ ー入館者数( 年
間)

6, 826人 10, 000人 9407人 94. 07%

入館者数は、 コ ロ ナ禍の影響で激減以降、 回復に至ら ず目標
を達成でき なかっ た。 今後は、 展示内容の充実や観光協会等
と の連携を 強化すると と も に積極的な情報発信などによ り 、
入館者の増加を目指す。

13, 000人 咸宜園教育研究セン タ ー
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（ ３ ） 産業振興

（ ア） 商工業の振興

定住自立圏形成方針

担当課

商工労政課

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

日田市ビジネスサポート セ
ンタ ーの相談回数（ 年間）

815回 820回 858回 104. 63%

中小企業支援コ ーディ ネータ ーが、 商工会議所・
商工会・ 各金融機関と 連携し て支援を実施し たこ
と で、 目標を達成するこ と ができた。 新規相談事
業所数は前年より 減少し ているが、 相談件数は増
加し ているこ と から 、 一度利用し た事業所が継続
的に相談に行っ ている傾向がう かがえる。 今後も
各支援団体と 連携し 、 事業者に寄り 添っ た対応を
継続し ていく 。

820回 商工労政課

商店街区域内の遊休不動産
の利活用数

3件
（ R1）

5件 4件 80. 00%

令和5年度から 商店街に限ら ず市内の空き店舗等を
活用できるよう 事業内容を変更し たこ と で、 7件の
空き店舗等活用があっ たも のの、 商店街区域内で
の活用は4件に留まっ たこ と から 目標は達成できな
かっ た。
引き続き事業の周知を図り ながら 空き店舗等の活
用を促進し ていく 。

5件 商工労政課

ａ 　 取組の内容
中小企業の自主的な努力及び創意工夫を尊重し ながら 、 それぞれの立場や事業規模に応じ て支援を行う 。
また、 商工会議所や商工会、 金融機関等と 相互に連携し ながら 、 地域資源を活用し た創意ある取組の推進によるブラ ンド 力の向上、 及び日田の産業の魅力や特性を明確化し 、 一体的に打ち
出し ていく こ と で、 地域の強みを生かし た商工業の振興を 図る。
ｂ 　 機能分担
・ 中心地域においては、 大規模小売店舗の進出や消費者の購買行動の広域化・ 多様化による変化に対応し 、 消費者ニーズに合っ た魅力ある店舗づく り や空き 店舗等の活用などにより 地域内
の経済循環の創出を図る。 さ ら には、 主要都市圏における販売促進や広報活動の支援を行う 。
・ 近隣地域においては、 地域コ ミ ュ ニティ の重要な担い手である地域内にある商店等の資金供給機能の強化を図る。 また、 中心地域と 連携し 地域内産品の販路拡大や地域の特産物を活用し
た商品開発を推進する。

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

関係団体と 連携を図り 、 事業者の業種や規模に応じ たきめ細やかな相談体制に取り 組んだこ と で目標を達成するこ と ができた。 今後も 各支援団体と 連携し
ながら 、 事業者の販路拡大・ 商品開発・ 資金繰り 支援等を継続し ていく 。
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（ イ ） 企業誘致の推進

定住自立圏形成方針

担当課

商工労政課

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

既存誘致企業の増設及び新
規立地件数

1件 2件 4件 200. 00%

経営環境・ 景況感は改善傾向にある中、 積極的な
設備投資（ 更新含む） を促すため、 優遇制度（ 設
備投資助成金） の周知に努めた結果、 資材高騰等
のマイ ナス要因をカ バーするこ と ができ、 目標を
達成できた。 今後も 県や経済界と 連携を強化し 情
報収集に努めると と も に、 継続し て優遇制度の周
知に努める。

４ 年間で８ 件 商工労政課

企業誘致等による雇用増加
数

56人 55人 14人 25. 45%

若年層を中心と し た新規採用が難し いなか、 101名
と 多く の採用があっ たも のの、 退職者が87名で
あっ たこ と から 、 目標を達成できなかっ た。 今後
は、 雇用奨励金の周知を含めた積極採用を呼び掛
けると と も に、 官民連携での産業用地開発を進め
るこ と で、 新規企業の誘致を増やし 雇用の拡大に
つなげていく 。

４ 年間で２ ２ ０ 人 商工労政課

ａ 　 取組の内容
魅力ある地域資源や交通の利便性、 県と の連携や人的ネッ ト ワーク を活用し た企業誘致を積極的に推進し 、 地域経済の浮揚と 雇用の拡大を図る。
また、 公共・ 民間の遊休地や統廃合に伴う 公共施設の利活用を促すこ と で雇用の創出を図り 、 地域活性化につなげる。
ｂ 　 機能分担
・ 中心地域においては、 工場用地に適し た土地の情報収集を行う と と も に、 土地の造成に当たっ ては、 大分県土地開発公社と の連携も 含め迅速な対応が行えるよう 体制を強化し 、 企業ニー
ズに合っ た用地提供に努める。
・ 近隣地域においては、 地域の特産物を生かし た地場企業の事業規模の拡大や特産物を生かせる新たな企業誘致を推進する。

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

市内誘致企業の本社訪問等により 日田市企業立地促進条例に基づく 優遇措置制度の周知と と も に増設及び雇用拡大等の要望を行っ た。 「 既存誘致企業の増設及び新規立地
件数」 については目標を達成し た一方で、 雇用については当市の課題でも ある若年層を中心と し た雇用確保が依然と し て困難な状況であるこ と 、 またそう いっ た雇用状況
を背景に企業が省人化に向けた設備投資を進めているこ と も あり 、 「 新規雇用者数」 は目標未達と なっ た。 今後は、 令和6年度に実施し た工業団地適地調査の結果、 開発候
補地と なっ た土地について産業用地と し ての整備を進め、 自動車や半導体関連産業など新規企業の積極的な誘致に取り 組み、 若年層を中心と し た材確保対策と 合わせて新
たな雇用機会の拡大を図っ ていく 。
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（ ウ） 観光戦略の展開

定住自立圏形成方針

担当課

観光課

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

観光消費額（ 年間）
177億円
（ R3） 257億円 409億円 159. 14%

観光宿泊客数と 観光日帰り 客数が共に増加し たこ
と に伴い、 観光消費額は目標値を大きく 上回っ
た。 今後も 、 関係者と 連携し ながら 、 地域への誘
客と 観光消費の拡大を進めていく 。

310億円 観光課

観光宿泊客数（ 年間）
22万人
（ R3） 35万人 39万人 111. 43%

国内から の宿泊客数が前年に比べて減少し た一
方、 外国人宿泊客数がコ ロナ禍前の令和元年の水
準まで回復し たこ と から 、 目標を達成できた。 今
後も 「 ひた」 の多面的な魅力を効果的に発信し な
がら 、 本市への人の流れを創出し ていく 。

42万人 観光課

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

外国人観光客が増加、 「 日田川開き観光祭」 への東京ディ ズニーリ ゾート Ⓡスペシャ ルパレード の参加、 各種メ ディ アを活用し たプロモーショ ンの強化等
により 、 年間宿泊客数及び日帰り 客数は共に増加し 、 こ れに伴い、 観光消費額も 増加し たこ と から 、 全ての指標で目標が達成さ れた。
今後は、 登録Ｄ ＭＯ と なっ た日田市観光協会と 連携し ながら 、 遊船の新たな活用方法や、 鵜飼の魅力をより 深く 体験、 体感できる企画の実施、 奥日田エリ
アの観光施設と 連携し たイ ベント 開催や周遊企画等を展開し ていく 。

ａ 　 取組の内容
豊かな自然や歴史・ 文化遺産など様々な特色ある資源を磨き 上げると と も に、 埋も れている観光資源を掘り 起こ し 、 こ れら を相互に連携・ 活用し た観光産業も 視野に入れながら 、 観光戦略
の展開を図る。
また、 旅行ニーズの変化を的確に捉え、 観光コ ンテンツの造成と 一体と なっ た情報発信や話題づく り に努めると と も に、 関連団体と 連携し た国内外への情報発信の強化を図る。
ｂ 　 機能分担
・ 　 中心地域においては、 「 水郷日田」 「 天領日田」 のブラ ンド 力を高めるため、 市内の観光資源を磨き 上げ、 近隣地域へ誘導するための情報発信拠点と する。
・ 　 近隣地域においては、 奥日田や天ヶ 瀬温泉などのブラ ンド 力を高めるため、 それぞれの地域の持つ特色を最大限に生かし た着地型観光の推進を図ると と も に、 近隣地域内のネッ ト ワー
ク を形成し 中心地域へと つなげる回遊性の高い観光地づく り に取り 組む。
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（ エ） 農業の振興

定住自立圏形成方針

担当課

農業振興課

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

主要農産物の生産量（ 年
間） ※梨、 ぶどう 、 すい
か、 白菜、 梅、 スモモ

7, 208ｔ
（ R2） 8, 208ｔ 5, 697ｔ 69. 41%

梨については、 夏期の高温や降水不足の影響によ
り 小玉傾向であっ たこ と から 、 すいかは、 8月中旬
以降の大雨で抑制西瓜の生産に大きな影響を受け
たこ と から 、 梅・ すも も は、 異常気象の影響や鳥
害の被害を受けたこ と から 、 主要農産物全体と し
て生産量は減少し た。
今後も 、 他産地と の差別化や市場競争力を高める
ため、 農協、 部会等と 連携し て取り 組んでいく 。
また、 梨、 すいか、 ぶどう については県や農協と
連携し 、 産地振興に向けた課題と 課題解決に向け
た対策を整理し 、 中長期的な産地振興に向けた取
組を進めていく 。

8, 254ｔ 農業振興課

新規就農者（ 年間）
31人

（ H30） 31人 28人 90. 32%

新規就農者数については、 新規参入農業者と 親元
での農業継承者、 及び雇用就農者（ 農業法人に就
業し 、 従業員と し て給与を得ながら 農業技術や経
営ノ ウハウを学ぶ者） の合計と なっ ており 、 R6年
度は前年度と 比較し て、 新規参入農業者5名増、 親
元での農業継承者1名減、 雇用就農者9名減の状況
と なっ ている。
今後も 、 農業新規就農者は経営開始資金、 親元就
農は親元就農給付金を活用し 、 支援の継続を行っ
ていく 。

31人 農業振興課

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

梨については、 老朽化し た梨棚を改修し 生産基盤を整備するこ と によっ て、 品質の向上と 今後の出荷量の安定につながっ た。 また、 老木化により 収量が減
少し 、 障害果も 発生し ているため、 未収益期間の短い大苗による改植を推進し ている。 すも も については、 新改植を進めるため、 費用負担がかかる棚栽培
ではなく 、 施設費のかから ない無棚栽培の実証実験に取り 組んでいる。
すいか・ 梨・ ぶどう については、 福岡都市圏の百貨店や高級フ ルーツ店と 連携し たギフ ト 商品の開発やスイ ーツフ ェ アの開催、 大分県内ではメ ディ アや量
販店、 市場関係者等と 連携し た旬入り フ ェ アの開催など販路開拓に取り 組んでおり 、 引き続き、 他産地と の差別化や市場での優位性を高める取組を進めて
いく 。
新規就農者については、 就農フ ェ アでの周知等を継続し て行い、 新規就農相談者の確保に努めると と も に、 引き続き農業新規就農者への経営開始資金、 親
元就農への親元就農給付金を活用し て支援を行っ ていく 。

ａ 　 取組の内容
盆地特有の寒暖差の大き い内陸性気候を生かし た農業振興を行い、 消費者の求める高品質・ 安全・ 安心な農産物の生産と ６ 次産業化による農産物の付加価値向上の取組を進めると と も に、
プロモーショ ン等の活用による「 ひたブラ ンド 」 確立の取組を推進し ていく 。
また、 収益性の高い園芸品目への転換を推進する水田畑地化の取組に加え、 飼料生産を行う など畜産農家と 耕種農家と の連携を 図っ た循環型農業を推進し ていく 。 あわせて農業を支える担
い手の育成を図るほか、 担い手への農地集積を進め、 農地の遊休化の防止に取り 組む。
ｂ 　 機能分担
・ 中心地域においては、 付加価値の高い園芸作物・ 果樹等の生産を推進するこ と で、 儲かる農業を目指す。
・ 近隣地域においては、 山間地の冷涼な気候を生かし た農産物の生産及び直売所を活用し た産直野菜の生産を推進し ていく 。
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（ オ） 林業の振興

定住自立圏形成方針

担当課

林業振興課

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

木材製品出荷額（ 年間）
（ 家具を除く ）

17, 309百万円
（ R3）

17, 399百万円 22, 582百万円 129. 79%

補助事業を活用するこ と で、 製材所等において木
材加工流通施設の整備が進んだこ と により 目標を
達成し た。 引き続き、 木材製品の安定的・ 効率的
な供給体制の構築に向けて、 木材加工流通施設の
整備に対し て支援を行う 。

17, 489百万円 林業振興課

新規林業就業者数（ 年間）
17人

（ H30）
20人 21人 105. 00%

新規参入者や意欲のある担い手を支援するため、
林業事業体が雇用する職員や作業班員等の福利厚
生や資格取得の支援、 更には、 造林作業者の育成
のために「 ひた森の担い手づく り 協議会」 の取組
に対し ての支援等を行う こ と で、 目標値の達成と
なっ た。

20人 林業振興課

ａ 　 取組の内容
森林の有する多面的機能の恩恵を将来にわたっ て享受でき るよう に、 森林の適正な整備・ 保全を行う と と も に森林の活用を進め、 併せて素材の生産から 製材、 流通、 住宅・ 家具産業等が一
体と なっ た日田材のブラ ンド 化による生産・ 販売の拡大を 地域一体と なっ て目指す。 さ ら に、 林業・ 木材産業を支える担い手の確保・ 育成を図る。
また、 市有林においては、 市民等が参加する森林づく り 体験、 森林環境教育の場などと し て積極的に活用する。
ｂ 　 機能分担
・ 中心地域においては、 原木市場の集荷力と 専門化さ れた製材工場による流通機能の強化、 さ ら には木材関連産業や他産業と の連携強化を図るこ と で、 圏域内、 さ ら には福岡都市圏等にお
ける日田材の需要拡大を図る。 また、 付加価値の高い特用林産物の振興を図る。
・ 近隣地域においては、 付加価値の高い特用林産物の振興を図ると と も に、 筑後川上下流の連携を進めるこ と で流域圏をはじ めと し た圏域外での日田材への需要拡大を図る。

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

森林の適正な整備と 保全については、 森林整備に係る公共造林事業等に対する市の上乗せ補助を行う こ と で、 森林所有者の負担軽減が図ら れ、 森林整備の推進につながっ
た。 また、 大分県と 協調し た災害に強い森づく り により 、 災害の未然防止に向けた森林の保全も 一定程度進めるこ と ができ た。 市有林においては、 市民や下流域住民等が
参加する植樹イ ベント や企業参画による森づく り を通し て、 「 水源の涵養」 、 「 土砂災害の防止」 、 「 自然環境の保全」 など、 森林の有する多面的機能への理解の醸成が
図ら れた。 担い手の確保については、 特に不足し ている造林作業者の確保・ 育成を図るため、 各事業体の負担する福利厚生費や防護服等への一部補助をはじ め、 「 ひたの
森担い手づく り 協議会」 による研修会や情報発信などにより 、 新規林業就労者数は、 目標値を上回る結果と なっ た。 今後も 引き 続き 、 健全な森づく り に加え、 人材の確
保・ 育成に努める。

日田材の需要拡大については、 都市圏をはじ めと し た域外へのＰ Ｒ と 普及活動が不可欠であるこ と から 、 その活動ツールと し て使用する「 日田材の製品カ タ ログ」 を製作
し たほか、 住宅の新築及びリ フ ォ ームに対し て日田材を支給する「 木づかい促進事業」 と 合わせて、 日田材を利用し た店舗等のリ フ ォ ームに対する支援により 、 日田材の
需要喚起に加え、 観光客や市民が木に触れる空間の創出に取り 組んだ。 また、 日田材普及啓発事業による、 海外出荷の拡大や製材所等の労働環境改善に向けた取組のほ
か、 木材製品の安定的・ 効率的な供給体制の構築と し て、 林業・ 木材産業構造改革事業により 木材加工流通施設の整備に対し て支援を行っ た。
その結果と し て、 重要業績評価指標の「 木材製品出荷額」 は目標を達成すると と も に、 評価指標と し て掲載さ れていない「 原木市場素材取扱量」 や「 海外出荷実績」 にお
いても 目標値を上回る結果と なっ た。
今後は、 成熟し た森林資源や林業・ 木材産業が集積し た地域の特徴を活かし ていく ため、 引き 続き 、 素材（ 丸太） の安定供給・ 流通機能の強化や家具・ 木工製品の開発導
入を促すと と も に、 大分県と 連携し 大径材を含む製材品の調査研究等をすすめ、 日田材の生産・ 販売の拡大を目指す。 また、 国内外での新たな販路拡大に向けた取組と し
て、 米国を はじ め複数の相手国に向けた「 海外出荷対策」 を継続するこ と や、 国内での木材需要の拡大に向けて、 福岡を中心と し た域外へのＰ Ｒ ・ 普及活動など、 販路開
拓やシェ ア獲得を大分県や日田木材協同組合などの関係機関と 連携し て取組を進める。 加えて、 乾し いたけの生産機械や施設の整備を行い、 品質の向上と 省力化・ 低コ ス
ト 化を進めると と も に新規参入者や後継者の育成を図り 、 生産性の向上をに努める。
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Ⅱ　 結びつきやネッ ト ワーク の強化

（ １ ） 地域公共交通

（ ア） 地域公共交通サービスの確保・ 充実

定住自立圏形成方針

担当課

地域振興課

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

市内公共交通年間利用者数 151, 798人 158, 000人 166, 817人 105. 58%

新型コ ロナウイ ルス感染症の影響に伴い大幅に減
少し ていた公共交通利用者は回復傾向にあり 目標
を達成できた。 今後は、 市内公共交通の利用促進
を図るため、 より 効率的で効果的な公共交通ネッ
ト ワーク の構築に取り 組むと と も に、 住民の支え
あいによる移動支援サービスについても 、 公共交
通を補完するも のと し て連携し て取り 組んでい
く 。

167, 000人 地域振興課

ａ 　 取組の内容
交通事業者間で連携し つつ、 鉄道及びＢ Ｒ Ｔ 、 路線バス、 市内循環バス、 デマンド タ ク シー（ バス） を運用し て、 効率的で効果的な地域公共交通ネッ ト ワーク を構築する。
ｂ 　 機能分担
・ 中心地域は既存のバス路線を中心に、 市内循環バスやＢ Ｒ Ｔ 、 乗合タ ク シー等を組み合わせ、 効率的で利用し やすい移動手段の確保を図る。
・ 近隣地域においては、 中心地域への移動手段の確保を図ると と も に、 各地域内での移動を確保するため、 デマンド バスや乗合タ ク シーなど、 効率的で利用し やすい公共交通の確保を図
る。

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

人口減少や新型コ ロナウイ ルス感染症の影響により 、 公共交通利用者数の減少が進んでいる状況であっ たが、 令和5年2月に市内循環バスひたはし り 号の大
規模なダイ ヤ改正を行い、 効率的な運行と 利用者の利便性向上を図っ たこ と で、 令和5年度から 6年度にかけて利用者数の増加が続いている。 今後は、 令和5
年3月に策定し た「 日田市地域公共交通計画」 に基づき、 「 私たちの暮ら し を守る持続可能な地域公共交通づく り 」 を基本理念に、 市民の暮ら し を支える移
動手段の確保維持に努める。 また、 市の公共交通に関する課題解決に向けて、 効率的で効果的な公共交通ネッ ト ワーク の構築に取り 組むと と も に、 利用促
進に努める。
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（ ２ ） 道路等の交通イ ンフ ラ の整備

（ ア） 道路の整備

定住自立圏形成方針

担当課

都市整備課
土木課

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

幹線道路網の改良率
61. 7％
（ R3）

62. 3% 61. 5% 98. 72%

大分県が管理する日田管内の幹線道路（ 国・ 県
道） の整備促進は図ら れているが、 目標値は達成
さ れなかっ た。 今後も 整備率の向上のため、 引き
続き、 大分県へ要望し ていく 。

62. 9% 都市整備課

ａ 　 取組の内容
都市間交流や地域間の連携、 産業・ 経済の発展を図るため、 国・ 県道の整備と 連携し た幹線道路網の整備を促進する。 市民生活に密着し た道路については、 地域の状況に合わせた効果的で
効率的な安全で安心し て通行でき る整備を行う と と も に、 適正な維持管理に努める。
ｂ 　 機能分担
・ 中心地域においては、 市街地の円滑な交通と 圏域内や周辺市町と のアク セスを確保するため、 主要幹線道路を整備する。
・ 近隣地域においては、 中心地域や圏域外と のアク セスを 確保するため、 主要幹線道路を整備する。

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

大分県が管理する日田管内の幹線道路（ 国・ 県道） の整備については、 整備促進が図ら れているがＫ Ｐ Ｉ 目標値は達成さ れなかっ た。 日田管内の整備率は県下でも 依然と
し て低い水準であるため、 今後も 交通イ ンフ ラ の整備促進へ向け大分県への要望活動を行う と と も に、 引き 続き 事業費の一部負担を行っ ていく 。
市民生活の基盤と なる市道のう ち、 比較的交通量の多い路線は、 交差点改良や通学路の安全対策等を実施し た。 その他の路線は地域から の要望内容に応じ 拡幅改良や側溝
整備等を実施し た。 加えて、 橋梁やト ンネル等の社会イ ンフ ラ は、 長寿命化計画に基づいた維持管理や補修工事等を実施し た。
今後も 、 安全対策を含め着実に整備を進めると と も に、 施設の延命化による維持管理費の縮減や平準化を 図るため、 長寿命化計画に基づいた橋梁やト ンネル等の点検・ 補
修等を進めていく 。
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（ ３ ） 地域内外の住民と の交流・ 移住促進

（ ア） 地域資源等を生かし た交流の推進

定住自立圏形成方針

担当課

観光課
環境課

商工労政課

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

観光日帰り 客数（ 年間）
169万人
（ R3）

227万人 276万人 121. 59%

「 日田川開き観光祭」 への東京ディ ズニーリ ゾー
ト Ⓡスペシャ ルパレード の参加等により 達成。 今
後も 、 ひたの多面的な魅力を効果的かつ積極的に
発信し ていく 。

260万人 観光課

スポーツイ ベント 参加者数
（ 年間）

1, 691人
（ R2） 5, 365人 2, 715人 50. 61%

台風接近によっ て、 ヒ ルク ラ イ ムレースの開催を
中止し たこ と 等の影響により 、 参加者数は目標を
達成できなかっ た。 今後は参加者が増えるよう 、
イ ベント 内容の見直し を行う と と も に、 イ ベント
情報の積極的な発信に努めていく 。

5, 500人 文化スポーツ 振興課

ａ 　 取組の内容
各地域固有の自然・ 景観、 文化・ 歴史、 農林業のフ ィ ールド や産品等の多種多様な地域資源を有機的に結びつけ、 圏域の魅力向上・ 情報発信に努めると と も に、 こ れら を生かし た体験活動
等を通じ て、 都市部及び圏域内の交流の促進、 ひいては、 圏域内への移住・ 定住の促進を図る。
ｂ 　 機能分担
・ 中心地域においては、 観光協会やまちづく り 団体、 自治会等が連携し て、 圏域全体の地域資源の情報収集及び発信、 体験素材等の内容の充実、 都市部等から の受入体制の整備、 近隣地域
と の共同事業等に取り 組む。
・ 近隣地域においては、 地域住民や観光協会、 まちづく り 団体、 自治会等が連携し て、 地域内の地域資源の情報収集及び発信、 体験素材等の内容の充実、 都市部等から の受入体制の整備、
中心地域と の共同事業等に取り 組む。

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

【 観光課】 各種メ ディ ア等を活用し て、 ひたの多面的な魅力を積極的に発信するこ と により 、 年間宿泊客数及び観光日帰り 客数は共に増加し 、 目標値を達
成するこ と ができた。 今後は、 本市への誘客に繋げていく ため、 国内外の旅行者に対し 、 タ ーゲッ ト ごと に求める情報を適切な媒体を活用し 、 効果的なタ
イ ミ ングで発信し ていく と 同時に、 情報発信による効果測定を行う 。 また、 本市を訪れた旅行者の満足度向上や消費喚起を図るため、 市内での情報発信の
更なる充実を図っ ていく 。
【 環境課】 日田市の約8割を占める森林は、 筑後川の上流域と し て豊富な水資源を育んでおり 、 その水は、 下流域である福岡県の重要な水がめと し て、 ま
た、 有明海の豊富な幸を育むなど、 流域の住民にと っ て重要な役割を果たし ている。 そのよう な繋がり をきっ かけと し て、 下流域住民と 「 ひと 山まるごと
ガーデニング」 「 秋の田来原ノ ルディ ッ ク ・ ウォ ーキング」 「 シイ タ ケ駒打ち体験交流会」 と いっ た取組を通じ て交流を深めるこ と ができた。 引き続き、
森と 水の関わり やその重要性を上下流域住民がと も に学び交流を図るこ と で、 環境意識の醸成と 相互理解に努め地域資源を生かし た交流を推進し ていく 。
【 商工労政課】 地域資源を生かし た圏域内の移住について、 移住体験ツアーを実施し 地元住民等と の体験活動や交流をと おし て、 日田の魅力を発見し ても
ら う こ と で移住につながっ ている。 また、 農業や林業、 飲食店の起業など興味をも っ ているこ と について、 移住希望者一人ひと り の希望に沿っ たオーダー
メ イ ド ツアーを実施するこ と で、 移住後の生活を具体的にイ メ ージし ても ら う こ と ができている。 ひと や地域の魅力に触れても ら う こ と が移住の後押し と
なっ ているため、 体験ツアー等は今後も 継続し て取組んでいく 。
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（ イ ） 移住・ 定住施策の充実

定住自立圏形成方針

担当課

商工労政課

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

移住施策を活用し た移住者
数（ 年間）

430人
（ H30）

330人 354人 107. 27%

移住奨励品や移住支援金など各種補助事業の活用
や移住相談会への参加、 空き家バンク 物件を購入
等し て移住し た人数は354人で目標を達成できた。
こ れまでの補助事業による支援や、 委託事業者等
と 連携し て移住前から 移住後までのサポート 、 各
種情報の発信などが、 移住者の獲得につながっ て
いるも のと 考えら れる。
今後も 引続き、 日田の魅力や子育て支援、 移住支
援策などの情報発信に努め、 移住検討者に選ばれ
る自治体になるよう 努めていく 。

330人 商工労政課

ａ 　 取組の内容
「 空き 家バンク 」 等の移住・ 定住に関する情報を集約し た情報サイ ト やSNS等を活用し 、 都市部の移住・ 定住希望者への積極的な情報発信に努めると と も に、 定住を促進するための支援策を
充実さ せ、 圏域内への移住・ 定住の促進を図る。
ｂ 　 機能分担
・ 中心地域においては、 Ｎ Ｐ Ｏ 等と の連携による「 空き 家バンク 」 の適正な運用及び移住・ 定住に関する情報を集約し た情報サイ ト の充実により 、 都市部の移住・ 定住希望者への積極的な
情報発信に努める。
  また、 空き 家の購入･改修に対する補助等の支援策の充実や福岡都市圏等への通勤･通学環境の改善等により 、 圏域内への移住・ 定住の促進を図る。
・ 近隣地域においては、 地域内の空き 家等の移住情報の収集及び空き 家バンク への登録促進に努めると と も に、 田舎暮ら し 体験を通じ た地域住民と の交流等、 各地域の特性や住民の意向に
応じ た移住・ 定住の受入体制の整備を図る。
　 また、 住民が日常生活に困るこ と がないよう 移動の支援について検討する。

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

移住施策を活用し た県外から の移住者数は、 3年ぶり 7回目の県内1位と なり 一定の成果を上げら れている。 移住相談で活用し ている移住・ 定住ガイ ド を、 日
田市の魅力や生活支援情報等わかり やすく 見やすいも のへリ ニュ ーアルするこ と で魅力情報発信の強化に努めた。 移住前の相談や情報提供、 移住後のサ
ポート 等、 一括し てNPO法人に委託し 、 地域と のつながり の支援をするなど、 移住者に寄り 添っ た対応ができているこ と で目標の達成につながっ ている。
日田市の魅力や市内企業の情報、 移住支援等に関する情報を積極的に発信すると と も に、 移住希望者一人ひと り の希望に沿っ たオーダーメ イ ド ツアーを実
施するこ と により 移住促進を図り 、 民間団体と 連携し て移住前から 移住後まで切れ目のないサポート を継続し て行う 。
今後も 若者を対象と し た支援の継続や、 移住支援金の給付等のほか、 小中学校の給食費無償化、 高校生世代までの医療費無料など日田市の子育て支援策を
積極的に発信し 、 若い世代や子育て世帯の呼び込みに力を入れるこ と で移住定住の促進を図る。
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Ⅲ　 圏域マネジメ ント 能力の強化

（ １ ） 人材の育成

（ ア） 外部アド バイ ザー等の活用による地域づく り に資する人材の育成

定住自立圏形成方針

担当課

地域振興課

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

市民活動人材育成講座受講
生実人数

37人 40人 11人 27. 50%

連続講座で参加者の負担が大きいこ と 及び夜間開
催で子育て世代が参加し にく いこ と 等が理由で未
達成と なっ た。 今後は若者や子育て世代の女性が
参加し やすいよう な講座の企画に見直すと と も
に、 市SNS等を積極的に活用し 周知を行う こ と で参
加者数の増加を図る。

40人 地域振興課

こ れから のまちづく り を担う 若者や子育て世代の女性を主な対象と し て、 連続講座「 ひたまち実践ラ ボ」 を開催し た結果、 3つのプロジェ ク ト （ 「 色で育む
かぞく じ かん」 「 癒し のカ フ ェ 」 「 対話のチカ ラ 」 ） が誕生し た。 今後も 若者や子育て世代の女性が参加し やすいよう な講座の企画に努めていく 。

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

ａ 　 取組の内容
外部アド バイ ザー等を活用し 、 地域づく り を担う 人材と 組織の育成に努めると と も に、 地域の人材やまちづく り 団体、 Ｎ Ｐ Ｏ の組織を積極的に活用し たまちづく り を推進する。
ｂ 　 機能分担
・ 中心地域においては、 地域づく り を担う 人材や組織等の発掘、 育成を図るほか、 Ｎ Ｐ Ｏ の専門性や経験等を生かし 、 市と 協働によるまちづく り を推進するなど多様な連携や相互交流に取
り 組む。
・ 近隣地域においては、 地域づく り を担う 人材や組織等の発掘、 育成を図り 、 地域住民の主体的なまちづく り を推進する。
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（ イ ） 職員のマネジメ ント 能力の育成

定住自立圏形成方針

担当課

総務課

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ）

重要業績評価指標（ Ｋ Ｐ Ｉ ） 現状値（ R4） 目標値（ R6） 実績値（ R6） 達成度（ R6） 達成・ 未達成理由及び今後の取組 目標値（ R9） 担当課

職員提案制度での提案件数 53件 45件 42件 93. 33%

　 職員提案制度のう ち「 職員自由提案」 について
は、 3件の提案が提出さ れた。 「 各課改善提案」 に
ついては、 各課１ 提案を目標に取組を行い、 39件
の提案が提出さ れたが、 現状すべての部署から の
提案の提出はできていない。
　 「 各課改善提案」 は、 提案の募集区分を「 担当
する業務の改善」 に限定し 、 また、 例年実施し て
いるこ と から 、 新規の改善提案が生まれにく い状
況になっ ている。
　 全職員が業務改善を考える機会を作るこ と は、
職員の改善意識高揚を図り 、 市政の効率的な運営
及び市民サービスの向上に繋がるため、 今後は提
案の募集方法等の見直し を行いながら 取組を継続
し ていく 。

54件 企画課

令和6年度の取組の評価と 今後の方向性

多様化する市民ニーズに対応し つつ、 職員が活き活きと 活躍できる職場をつく り 、 一人ひと り が自ら に求めら れている役割を果たすこ と ができる人材を育
成するため、 「 日田市人材育成基本方針」 に基づき、 職員の政策形成能力の向上や高度な専門知識の習得並びに資質の向上に向け、 派遣研修や内部研修、
通信講座による自学研修の取組みを行っ た。 今後も 引き続き、 派遣研修や内部研修、 通信講座による自学研修の取り 組み等を行い、 職員の政策形成能力や
資質の向上に努めていく 。

ａ 　 取組の内容
地方分権の進展や多様化する市民ニーズに的確に対応し ていく ため、 日田市人材育成基本方針に基づいた各種研修等を通じ て、 政策形成能力等の職員のスキルアッ プを図り 、 本市が抱える
各種の課題解決ができ る人材の育成に取り 組む。
ｂ 　 機能分担
・ 中心地域においては、 地域課題の解決や政策形成・ 実行能力の強化のため、 外部講師による研修やグループ研修、 派遣研修等を実施すると と も に職員提案制度の活用を図る。
・ 近隣地域においては、 振興局職員の政策形成能力等の強化を通じ て、 地域住民等と 協働し て地域特有の課題解決に取り 組む人材の育成を図る。
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